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A. 研究目的 

近年、本邦においても、先天異常、神経・

筋疾患を中心に、小児の在宅医療が

徐々に普及してきているが、小児がん

患者の終末期の療養場所については、

議論される機会そのものが少なく、在

宅での看取りを希望しうる患者や家族

に対する支援体制が整っていない。小

児がん領域で、具体的にどのような事

象が、療養場所として在宅を提案ある

いは選択することの障壁となっている

のかを検討する必要がある。障壁には

施設のシステムや地域性、社会的支援

の整備状況といったハード面のほか、

患者・家族の価値観、更には医療者の小

児がん診療に対する姿勢や価値観とい

ったソフト面が大きく影響すると考え

られる。そこで、本研究では、小児がん

診療において、在宅移行の検討や移行

指示に中心的な役割を果たす小児がん

専門医に対し調査を行い、在宅移行へ

の障壁となっている具体的要因を明ら

かにすることを目的とした。 

 

B. 研究方法 

まず、前年度に行われた複数の小児が

ん診療施設からの事例提示で得られた

情報や、海外を含めた過去の先行研究

から、在宅移行への障壁となりうる事

象や課題について抽出を行い、それを

基に調査票の内容について繰り返し検

討を行った。 

研究要旨 

本邦においても小児の在宅医療が徐々に普及してきているが、小児がん患

者の終末期の療養場所については、議論される機会そのものが少なく、在宅

での看取りを希望しうる患者や家族に対する支援体制が整っていない。本研

究では、国内の小児がん専門医に対し、小児がん診療に対する考え方、緩和

ケア・終末期医療に対する考え方、実践、困難感、施設の支援体制に関する

調査を行い、在宅移行への障壁となっている具体的要因の抽出を試みた。 
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調査は、2020 年 9 月 8日時点で日本小

児血液・がん学会に登録されている小

児血液・がん専門医約 500 名を調査票

配布の対象とし、紙媒体の調査票を用

いた定量的調査を郵送法にて行った。

調査票の内容は、小児がん診療に対す

る考え方、緩和ケア・終末期医療に対す

る考え方、医師と患者本人、あるいはそ

の家族とのコミュニケーション、在宅

移行に関連すると考えられる行動の実

践、在宅移行に関連する困難感、施設の

支援体制（在宅移行のためのシステム

や緩和ケアチームの活動など）、地域で

利用可能な在宅医療に関する項目をリ

ーカット尺度にて回答する方法とした。 

（倫理面への配慮） 

特定の患者に関する質問項目や、回答

する医療者の特定に繋がるような情報

は含まないよう配慮した。 

 

C. 研究結果 

現在調査票を回収し解析中である。 

 

D. 考察 

小児がん患者においては治癒を目標と

して長期にわたり闘病してきた背景が

あるため、在宅移行（療養場所の変

更）は、その治療目標の変更と密接に

関連している。そのため、在宅医療の

充実度や在宅移行システムの整備状況

のほかに、患者本人や家族の病状の理

解度や価値観、医療者の小児がん診

療、終末期医療、緩和ケアに対する考

え方が大きく影響すると考えられ、こ

の調査により、小児がん領域特有の障

壁要因が抽出されると期待される。ま

た小児がん自体が希少であり、各施設

で経験値にも大きな幅がある。そのよ

うな状況にあっても、小児がん患者、

特にその終末期のある患者や家族が、

在宅医療を含めた療養場所を選択する

にあたり、可能な限り偏りのない情報

と、それを提供する医療システムを構

築していくための基礎的なデータが得

られると期待される。更に、今回は調

査の対象が医師（小児がん専門医）に

限定されているが、今後、看護師や心

理士、ソーシャルワーカー、在宅医、

本門看護師など、在宅医療に関係する

多くの職種に対して同様の調査が行わ

れることで、更に課題が明らかになっ

ていくものと思われる。 

 

E. 結論 

現在調査票を回収し解析中である。 

 

F. 研究発表 

１． 論文発表 

未発表。時期未定。 

 

２． 学会発表 

未発表。時期未定。 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1. 特許取得 

該当なし。 

2. 実用新案登録 

該当なし。 

3. その他 

該当なし。 


